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旧香川県立体育館（船の体育館）の解体中断について 

―現状の整理とモダニズム建築保存の展望― 

執筆者：弁護士 西山喬祐 

 

1. はじめに 

世界的建築家である丹下健三氏が設計した、巨船を想起させる独創的建造物である旧香川県立体育

館（以下「本件建物」といいます。）をめぐっては、老朽化による解体を決定した香川県に対し、ニ

ューヨーク近代美術館（MoMA）、ハーバード大学大学院等から保存を求める嘆願書が届き1、国内

では民間資金による買取提案がなされる等2、保存・解体の行方が世界的に大きな注目を集めていま

した。 

解体の方針を維持する香川県に対し、民間資金による買取及びホテルへの転用を目指す民間団体（以

下「再生委員会」といいます。）から、解体に係る公金支出の差止めを求める住民訴訟の提起、耐震

性能の鑑定を求める証拠保全の申立てがなされ、近隣住民からも解体工事の差止めを求める仮処分

の申立てがなされる等3、議論は法廷闘争に発展しています。 

 
1 ハーバード大学大学院デザイン学部の学部長ほか教員 24 名の連名による嘆願書について、KSB 瀬戸内海放送「旧香川県

立体育館「解体再考を」 ハーバード大学大学院から嘆願書 県は大学名と内容を伏せて公開」（2025 年 7 月 28 日）

https://news.ksb.co.jp/article/15932030。 

ニューヨーク近代美術館（MoMA）等からの嘆願書について、KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館解体 NY タイムズに

執筆の建築家に聞く「場所の記憶も消え去る」」（2026 年 4 月 16 日）https://news.ksb.co.jp/article/16502413。 

2 KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館 民間買い取りで再生する提案を発表 解体費は約 10 億円「税金の使い道の議

論も」」（2025 年 7 月 23 日）https://news.ksb.co.jp/article/15922793。 

3 住民訴訟の提起について、KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館 解体への公金支出差し止めを求め提訴 民間資金で

の再生目指す団体」（2025 年 11 月 28 日）https://news.ksb.co.jp/article/16187773。 

証拠保全の申立てについて、KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館の解体費差し止め訴訟 原告側が耐震性の鑑定を申し

立てへ」（2026 年 1 月 9 日）https://news.ksb.co.jp/article/16274850。 

https://www.aplawjapan.com/professionals/kyosuke-nishiyama
https://news.ksb.co.jp/article/15932030
https://news.ksb.co.jp/article/16187773
https://news.ksb.co.jp/article/16274850
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このような中、令和8年9月3日、耐震性能の調査のために、解体工事が一時中断されるとの発表があ

りました。 

本稿では、今回の解体中断に係る経緯や事実関係を整理したうえで、今後の展望に言及します。 

なお、筆者は本件の住民訴訟等において原告（再生委員会側）の代理人を務めていますが、本稿はあ

くまでも、当事者の具体的な主張の是非を論じるものではなく、複雑化している状況を整理し、可能

な限り正確な事実関係を説明することを目指すものとします。 

 

2. 船の体育館と再生案 

本件建物は、世界的建築家である丹下健三氏の設計のもと、昭和39年に第18回国民体育大会主会場

として竣工した、高松市福岡町に所在する建造物であり、巨船を想起させる外観から「船の体育館」

の通称で親しまれてきました。独創的かつ機能と一体化した構造・外観等から、極めて高い文化的価

値を有すると評され、平成26年の閉館後も、戦後モダニズム建築の象徴的な作品として、国内外に

おいて文化財保存の専門家、建築界、美術館セクター等から強い危機感と保存要請を伴う注目を受

けている状況にありました。 

香川県が老朽化を理由に約10億円の解体費を予算に計上し解体を決定した4ところ、建築家等を中心

に保存・活用を目指す再生委員会が組成され、実績のある内装事業者、ホテル事業者等の協力、複数

のファンドの参画予定のもと、民間資金によって体育館を取得し、耐震補強等を施したうえで、ホテ

ル等へ転用することを内容とする再生案が提案されました5。この再生案によれば、解体費の支出が

不要となるだけでなく、貴重な建築を後世に残し、観光資源としても活用することができるため、大

きな期待を集めました。 

 

近隣住民による仮処分の申立てについて、KSB 瀬戸内海放送「「最後の手立て」旧香川県立体育館の解体工事 近隣住民

が中止を求める仮処分申請」（2026 年 6 月 8 日）https://news.ksb.co.jp/article/16626403。 

4 KSB 瀬戸内海放送「船の体育館 解体費用を予算計上で池田知事「やむなく判断」 最新技術で記録保存へ 香川」（2025

年 2 月 17 日）https://news.ksb.co.jp/article/15629029。なお、実際に締結された解体工事請負契約の額は 8 億 4700 万円で

ある。（KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館の解体工事契約の議案採決へ 県は「倒壊の危険」強調…専門家からは疑問

の声も」（2025 年 12 月 10 日）https://news.ksb.co.jp/article/16214298）。 

5 KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館「解体進める」民間の再生提案に県教委が回答 5 社の出資・参画意向表明書など

提出も…」（2025 年 8 月 6 日）https://news.ksb.co.jp/article/15951729。 

https://news.ksb.co.jp/article/16214298
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しかし、香川県は、「倒壊の危険性」があるため解体を急ぐ必要があることを主な理由として、再生

案について具体的な協議や検討をしないまま、当初の予定どおりの解体の手続きを進めました6。 

香川県の対応を受けて、再生委員会は、住民監査請求、住民訴訟、証拠保全の申立てという法的措置

を講じました。 

 

3. 当事者の主張 

本稿は個々の主張の是非を論じるものではないため、骨子を記載するにとどめますが、当事者の主

張は概ね以下のとおりです。 

再生委員会の主張の軸は、「解体費用は不要な支出であり、解体費用を支出することは最少経費最大

効果の原則（地方自治法第2条第14項）、必要最小限度支出の原則（地方財政法第4条第1項）に反す

るため違法であることから、支出の差し止めを求める」というものです。違法性を基礎づける具体的

な事実としては、香川県が解体の根拠とする耐震性に関する認識が専門家や診断担当者の見解等に

反していること、文化的価値や文化財指定の可能性を軽視していること、代替案についての検討が

なされていないこと等を主張しています。 

これに対し、香川県からは、本件建物は耐震性能が不足しており「倒壊の恐れ」があるとの判断に問

題はないこと、解体の決定にあたっては然るべき手続きを踏んできたこと等が主張されています。 

 

4. 法的手続きの概要 

個々の法的手続きの概要は以下のとおりです。 

(1) 住民監査請求 

住民監査請求は、住民訴訟に先立ち実施される比較的簡易迅速な審査であり、判断権者である監査

委員は県議会議員等で構成されています。 

 
6 香川県教育委員会「旧香川県立体育館解体工事の着手について」（2026 年 4 月 7 日）

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kenkyoui/hokentaiiku/shisetsu/kyuukenritutaiikukansiryou4.html。 
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この住民監査請求は、令和7年11月5日付で棄却となりましたが、監査委員の判断においても、県の

説明は一貫性に欠ける面があること等が指摘されました7。 

(2) 住民訴訟 

住民監査請求が棄却されたことを受けて提起された住民訴訟においては、本件建物の耐震性能が大

きな争点となっており、建築構造の専門家である専門委員等が5人選任され8、本稿執筆時点で審理

が続いています。 

(3) 証拠保全の申立て 

住民訴訟においては本件建物の耐震性能が主要な争点となっていますが、本件建物が解体されてし

まえば、耐震性能を明らかにすることが極めて困難となります。 

そこで、原告は、本件建物の耐震性能を明らかにするため、耐震性能の調査・鑑定を求めるととも

に、その間の解体工事の中断を求める証拠保全の申立てを行いました。 

(4) 仮処分の申立て 

(1)～(3)の手続きとは別途、近隣住民により、景観利益ないし眺望利益の侵害を理由として、解体工

事の差止めを求める民事上の仮処分の申立てがなされており、本稿執筆時点で審理が続いています。 

 

5. 解体工事の中断 

前記(3)の証拠保全の申立てについて、裁判所からは証拠保全の必要性が認められる旨の心証が示さ

れた一方で、建物解体の着手時期が迫っていたこと等から、通常の証拠保全や鑑定の手続きによっ

ては調査の実施が間に合わない可能性が指摘されました。そこで、裁判所から、被告において任意に

解体を中断し、原告において調査の手配を行うことで、原告被告双方の合意の上で耐震性能を明ら

かにしていくことができないかという旨の提案があり、原告被告双方が合意したため、令和8年9月

15日から約1か月間、解体工事が一時中断し、耐震性能の調査が実施されることとなりました。 

 
7 香川県監査委員「旧香川県立体育館解体工事に係る公金の支出」（令和 7 年度公表分第 16 号、令和 7 年 11 月 5 日公表）

https://www.pref.kagawa.lg.jp/documents/56736/r7_kekka_kaitai_zenbun.pdf、 

KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館 解体費用の支出差し止めを求めた住民監査請求を棄却」（2025 年 11 月 5 日）

https://news.ksb.co.jp/article/16137107。 

8 KSB 瀬戸内海放送「旧香川県立体育館 内装の解体始まる 住民訴訟では専門委員 5 人選任、証拠保全の必要性判断へ」

（2026 年 6 月 26 日）https://news.ksb.co.jp/article/16676571。 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/documents/56736/r7_kekka_kaitai_zenbun.pdf、
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すなわち、証拠保全の申立て及び審理の経過を踏まえ、裁判所の提案のもと、原告被告が双方合意の

上で、被告が任意で解体を中断したというのが、今回の解体中断の経緯となります。 

 

6. 今後の展望 

今回の解体中断は訴訟内、訴訟外ともに大きな意味を持つと考えられます。 

訴訟内では、重要な争点となっている本件建物の耐震性能を鑑定により客観的に明らかにすること

に一定のめどが立ったといえ、今後の審理の充実、促進に大きく資するものとなります。 

訴訟外においては、結果的に、本件建物の解体を再開するべきか否かにつき、議論する契機と時間的

猶予がもたらされたことになります。 

耐震性能の鑑定には、現地調査に加えて構造計算による解析が必要となり、構造計算には通常3か月

程度の時間を要します。そして、今回の解体中断は、現地調査に必要な期間の解体を中断するものに

留まるため、香川県としては、裁判手続きとの関係においては、構造計算の完了前に解体を再開する

ことが理論上は可能となります。 

一方で、構造計算の完了を待てば、正確な耐震性能を基に解体の要否を検討することが可能となり

ますし、仮に建物の解体後に「倒壊の危険性」がないことが分かった場合は取り返しがつかないので

はないかという意見もあるでしょう。 

本件建物の帰趨は、単に一つの建築物の存廃にとどまるものではありません。戦後モダニズム建築

の多くは、今日、老朽化という共通の課題を抱えており、日本各地で保存と解体のいずれを選択すべ

きかが議論の対象となっています。行政が保有する建築物について、安全性、財政負担、文化的価値

及び民間活用の可能性をいかなる手続きと判断過程を経て衡量すべきかという問題は、本件に固有

のものではなく、今後、各地で繰り返し問われることになるものと考えられます。 

その意味において、本件は、戦後モダニズム建築の保存・解体をめぐる議論、ひいては公有文化財の

管理及びその判断過程のあり方に対して大きな影響を与え得る、極めて意義の大きい事案であると

いえます。今回の解体中断によってもたらされた時間が、客観的な事実に基づく建設的な議論のた

めに活かされることを期待するとともに、引き続き、その動向を注視してまいります。 
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  当事務所のニューズレターをご希望の方はニューズレター配信申込フォームよりお手続きをお願い 

  いたします。 

  また、バックナンバーはこちらよりご覧いただけます。 
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